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1. はじめに
PPANP (Point-to-point airline network design

problem)[2]は, ハブ空港の配置を前提とせず, 路線の開
設により航空会社がネットワークを設計するモデルで
ある. 本稿では, PPANPの枠組みで航空ネットワーク
を構築することを前提に, 既存会社のネットワークを所
与として新規に参入する会社の航空ネットワーク設計
モデル PPANP-CC (PPANP under cooperation and

competition)を提案する. PPANP-CCは, Hibinoらの
提案モデル [1]の拡張モデルである. 新規参入規制のあ
る航空市場に, 新規航空会社が, 既存会社との協力と競
合の双方を考慮しつつ, 参入を計画している状況を想定
し, 協力と競合の程度が新規参入会社の最適ネットワー
クと両社の収益にどのような影響を及ぼすか分析する.

2. PPANP

PPANPでは, 空港の座標とOD(出発地と目的地)ペ
ア間の潜在需要を所与とし, 1社の航空会社が顕在需要
の最大化を目的に路線を開設する. 2つの空港を出発地
と目的地とするODパスのうち, 経由する空港数 (乗り
換え回数)が 2以下のものを対象とし, 乗り換え回数が
0, 1, 2の ODパスをそれぞれノンストップパス, 1ス
トップパス, 2ストップパスと呼ぶ. 1つの ODペア間
に複数のODパスが存在する場合は, パスコスト (移動
コスト+乗り換えコスト)が最小のパスに沿った旅客輸
送を提供する. 乗り換えコストは, 乗客の乗り換えに対
する抵抗の程度を表し, 空港ごとに設定する. さらに,

ODパスには魅力度を設定し, この値が大きいほど顕在
化する利用者の割合が大きいと仮定する.

3. PPANP-CC

PPANP-CCでは, 1社の既存会社の路線配置を所与
とし, １社の新規会社が自社の収益最大化を目的として
所定の数の路線を開設する. 新規参入後の ODパスに
は, 既存会社の路線のみで構成されるもの, 新規会社の
路線のみで構成されるもの, 両社の路線を含むもの (協
力パス)の 3種類がある. 協力パスから得られる収益は,

各社の運航する路線の距離の比で分配する. また, 協力
パスがあるため, 乗り換えには「自社乗り換え」と「他
社乗り換え」があり, それぞれに乗り換えコストを導入
する. 2種類の乗り換えコストの設定により, 2社の協
力・競合関係を表すことができる. 例えば, 自社路線へ
の乗り換えコストに比して他社路線への乗り換えコス
トを高く設定することは, 2社の競合的な関係を想定す
ることに対応する.

一般に, 新規参入の際には何らかの規制があることが
多い. PPANP-CCでは, 既存会社の各 ODペアにおい
て顕在化する利用者の割合と既存会社の収益を保証す
る制約を導入することにより,新規参入規制を考慮する.

4. 定式化
以下のように記号を定義する.

n : 空港 (ノード)の数.

N : 空港の集合. N = {1, 2, · · · , n}.
R: 路線の集合. R = {(i, j) | i, j ∈ N, j ̸= i}.
Π: ODペアの集合. Π = {(i, j) | i, j ∈ N, j > i}.
T 1-stop
ij : (i, j) ∈ Πにおいて, 1ストップパスの経由可
能な空港の集合. T 1-stop

ij = {k | k ∈ N, k /∈ {i, j}}.
T 2-stop
ij : (i, j) ∈ Πにおいて, 2ストップパスの経由可
能な空港の集合. T 2-stop

ij = {(k, l) | k, l ∈ N, k ̸= l,

k, l /∈ {i, j}}.
pij : (i, j) ∈ Πに対する単位需要あたりの収益.

wij : (i, j) ∈ Πの潜在需要.

mB: 新規会社の開設する路線本数.

eij : 既存会社が路線 (i, j) ∈ Rを開設しているとき 1,

そうでないとき 0をとるバイナリパラメータ.

Erev: 新規参入前の既存会社の総収益.

Ecap
ij : 新規参入前の (i, j) ∈ Πにおいて, 既存会社の顕

在化した利用者の割合.

αrev: 参入後の既存会社の収益を保証する割合.

αcap
ij : (i, j) ∈ Πに対して, 参入後の既存会社の顕在化
した利用者の割合について保証する割合.
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a1-stopijk : 1ストップパス (i-k-j) の魅力度, (i, j) ∈ Π,

k ∈ T 1-stop
ij . 0 ≤ a1-stopijk ≤ 1.

a2-stopijkl : 2ストップパス (i-k-l-j)の魅力度, (i, j) ∈ Π,

(k, l) ∈ T 2-stop
ij , 0 ≤ a2-stopijkl ≤ 1.

協力パスから得られる収益は既存会社と新規会社で
分配し, その比を, 1ストップパス (i-k-j)は, sA1

ijk : sB1
ijk,

2ストップパス (i-k-l-j)は, sA2
ijkl : sB2

ijkl とする. ただ
し, sA1

ijk+sB1
ijk=1, sA2

ijkl+sB2
ijkl=1である. これらの値は,

各 OD間の距離と eij から求める.

さらに, 以下の決定変数を導入する.

xijkl : 2ストップパス (i-k-l-j)に沿って輸送するとき
1, そうでないとき 0をとるバイナリ変数,

(i, j) ∈ Π, (k, l) ∈ T 2-stop
ij .

yijk : 1ストップパス (i-k-j)に沿って輸送するとき 1,

そうでないとき 0をとるバイナリ変数, (i, j) ∈ Π,

k ∈ T 1-stop
ij .

zij : ノンストップパス (i-j)に沿って輸送するとき 1,

そうでないとき 0をとるバイナリ変数, (i, j) ∈ Π.

uij : 路線 (i, j) ∈ Rを開設するとき 1, そうでないとき
0をとるバイナリ変数.

PPANP-CCは, 0-1整数計画問題として定式化できる.

[PPANP-CC]

max.
∑

(i,j)∈Π

pijwij

 ∑
(k,l)∈T 2-stop

ij

a2-stopijkl sB2
ijklxijkl

+
∑

k∈T 1-stop
ij

a1-stopijk sB1
ijkyijk + zij

 (1)

s.t.
∑

(k,l)∈T 2-stop
ij

xijkl +
∑

k∈T 1-stop
ij

yijk + zij + eij ≤ 1,

(i, j) ∈ Π (2)

∑
(i,j)∈Π

pijwij

 ∑
(k,l)∈T 2-stop

ij

a2-stopijkl sA2
ijklxijkl

+
∑

k∈T 1-stop
ij

a1-stopijk sA1
ijkyijk + eij

 ≥ αrevErev (3)

∑
(k,l)∈T 2-stop

ij

a2-stopijkl sA2
ijklxijkl +

∑
k∈T 1-stop

ij

a1-stopijk sA1
ijkyijk

+ eij ≥ αcap
ij Ecap

ij , (i, j) ∈ Π (4)

xijkl ≤ uik + eik, (i, j) ∈ Π, (k, l) ∈ T 2-stop
ij (5)

xijkl ≤ ukl + ekl, (i, j) ∈ Π, (k, l) ∈ T 2-stop
ij (6)

xijkl ≤ ulj + elj , (i, j) ∈ Π, (k, l) ∈ T 2-stop
ij (7)

yijk ≤ uik + eik, (i, j) ∈ Π, k ∈ T 1-stop
ij (8)

yijk ≤ ukj + ekj , (i, j) ∈ Π, k ∈ T 1-stop
ij (9)

zij ≤ uij , (i, j) ∈ Π (10)

zij ≤ 1− eij , (i, j) ∈ Π (11)

uij = uji, (i, j) ∈ R (12)∑
(i,j)∈Π

uij = mB (13)

xijkl ∈ {0, 1}, (i, j) ∈ Π, (k, l) ∈ T 2-stop
ij (14)

yijk ∈ {0, 1}, (i, j) ∈ Π, k ∈ T 1-stop
ij (15)

zij ∈ {0, 1}, (i, j) ∈ Π (16)

uij ∈ {0, 1}, (i, j) ∈ R. (17)

(1)は, 新規会社の収益の最大化を意味する. (2)よ
り, 各 ODペア間に旅客輸送を提供するパスは 1つの
みである. (3) より, 新規参入後も既存会社の収益の
αrev×100%が保証される. (4)より,新規参入後に, OD

ペア (i, j) ∈ Πにおいて, 既存会社の顕在化した利用者
の割合の αcap

ij × 100%保証される. (5), (6), (7)より,

(i, k), (k, l), (l, j) ∈ Rを開設すると, 2ストップパス (i-

k-l-j)に沿って輸送できる. (8), (9)より, (i, k), (k, j) ∈
Rを開設すると, 1ストップパス (i-k-j)に沿って輸送
できる. (10)より, 新規会社が路線 (i, j)を開設すると,

ノンストップパス (i-j)に沿って輸送できる. (11)より,

既存会社が路線 (i, j)を開設しているとき, 新規会社は
ノンストップパス (i-j)に沿って輸送できない. (12)よ
り, 路線 (i, j)は双方向に利用可能である. (13)より, 新
規会社はmB本の路線を開設する. (14) - (17)は, すべ
ての決定変数がバイナリ変数であることを意味する.

5. おわりに
ベンチマークデータを用いて計算実験を行った結果,

適度な新規参入規制と競合の下で, 新規会社が協力的に
ネットワークを構築することは, 両社に対して収益増加
をもたらすことがわかった.
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